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第70回定時株主総会招集ご通知に際しての
インターネット開示事項

連　結　注　記　表

個　別　注　記　表

（平成28年10月１日から平成29年９月30日まで）

「連結注記表」及び「個別注記表」として表示すべき事項につきま
しては、法令及び当社定款第15条の規定に基づき、インターネット
上の当社ウェブサイト(http://www.ajiko.co.jp/)に記載しており
ます。

表紙
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連　結　注　記　表
（連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）
１．連結の範囲に関する事項

⑴　連結子会社の数　8社
連結子会社の名称
　株式会社ユニテック
　株式会社タックエンジニアリング
　株式会社アドテック
　株式会社プライムプラン
　サン・ジオテック株式会社
　株式会社中部テクノス
　株式会社ジオテクノ関西
　株式会社四航コンサルタント

⑵　非連結子会社の名称等
非連結子会社
　Asia Air Survey Myanmar Co., Ltd.

（連結の範囲から除いた理由）
非連結子会社は、小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金
（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないためであります。

２．持分法の適用に関する事項
⑴　持分法適用の関連会社数　2社

会社名
　株式会社大設
　三井共同建設コンサルタント株式会社
なお、三井共同建設コンサルタント株式会社については、新たに株式を取得したことから、当連結会計年
度より持分法適用の関連会社に含めております。

⑵　持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社の状況
会社の名称
　Asia Air Survey Myanmar Co., Ltd.（非連結子会社）
　Beijing East Map Information Technology Inc．（関連会社）

（持分法を適用しない理由）
持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持
分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、
全体としても重要性がないため持分法の適用範囲から除外しております。
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３．連結子会社の事業年度等に関する事項
すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結会計年度と一致しております。

４．会計方針に関する事項
⑴　重要な資産の評価基準及び評価方法

①　その他有価証券
時価のあるもの……………………連結会計年度末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法
により算定）

時価のないもの……………………移動平均法による原価法
②　たな卸資産

仕掛品………………………………個別法による原価法
原材料及び貯蔵品…………………個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づ

く簿価切下げの方法により算定）
⑵　重要な固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）…………定率法
但し、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに平成28年４月１日以降に取
得した建物附属設備及び構築物については定額法によっております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物及び構築物 6年～50年
航空機 2年～ 7年
機械及び装置 2年～14年
車両運搬具及び工具器具備品 2年～20年

②　無形固定資産……………………………………定額法
なお、市場販売目的のソフトウエアについては、見込販売可能期間（３年間）における見込販売高に基
づく償却額と見込販売可能期間に基づく定額償却額のいずれか大きい額により償却しております。自社
利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年間）に基づく定額法によっておりま
す。

③　リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零（残価保証の取り決めがある場合は残価保証額）とする定額
法によっております。
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⑶　重要な引当金の計上基準
①　貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の
債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金
従業員（使用人兼務役員を含む）に対して支給する賞与に充てるため、支給見積額を計上しております。

③　役員賞与引当金
役員への賞与の支給に備えるため、支給見込額を計上しております。

④　完成工事補償引当金
完成した物件に係る瑕疵担保等の費用に備えるため、過去の実績率を基礎に将来の支出見込額を計上し
ております。

⑤　受注損失引当金
受注契約に係る将来の損失に備えるため、当連結会計年度末時点で将来の損失が確実に見込まれ、かつ、
その金額を合理的に見積ることが可能なものについて、将来の損失見込額を計上しております。

⑷　退職給付に係る会計処理の方法
従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき
計上しております。

①　退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法につい
ては、給付算定式基準によっております。

②　数理計算上の差異の費用処理方法
数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定
の年数（５年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しており
ます。

⑸　重要な収益及び費用の計上基準
完成工事高及び完成工事原価の計上基準

①　当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる物件
工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）

②　その他の物件
工事完成基準

⑹　消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
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（追加情報）
（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を当
連結会計年度より適用しております。

（連結貸借対照表に関する注記）
１．有形固定資産の減価償却累計額 2,740,500千円
２．コミットメントライン契約

当社は、資金調達の機動性及び長期的な安定性の確保を目的として、取引金融機関８社と長期コミットメン
トライン契約（平成27年３月～平成30年３月）を締結しております。
当該契約に基づく当連結会計年度末における借入未実行残高は次のとおりであります。

コミットメントラインの総額 4,000,000千円
借入実行残高 －

差引額 4,000,000千円
上記のコミットメントライン契約には、次の財務制限条項が付されております。

⑴　各事業年度末日及び第２四半期会計期間の末日における単体の貸借対照表における純資産の部の金額を平
成26年９月期末日における単体の貸借対照表に記載される純資産の部の金額の70％に相当する金額以上
に、各事業年度末日及び第２四半期会計期間の末日における連結貸借対照表に記載される純資産の部の金
額を平成26年９月期末日における連結貸借対照表に記載される純資産の部の金額の70％に相当する金額
以上に、各々維持すること。

⑵　各第２四半期会計期間の末日における累計の連結損益計算書及び単体の損益計算書に記載される営業利益
をそれぞれ１億円未満としないこと。

⑶　各事業年度末日における連結損益計算書及び単体の損益計算書に記載される営業利益をそれぞれ損失とし
ないこと。

３．受注損失引当金に対応する仕掛品の金額
損失の発生が見込まれる工事契約に係る仕掛品と受注損失引当金は相殺せずに両建てで表示しております。
損失の発生が見込まれる工事契約に係る仕掛品のうち、受注損失引当金に対応する額は63,857千円でありま
す。

（連結損益計算書に関する注記）
売上原価に含まれている受注損失引当金繰入額　315,668千円
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（連結株主資本等変動計算書に関する注記）
１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期
首株式数(千株)

当連結会計年度増
加株式数(千株)

当連結会計年度減
少株式数(千株)

当連結会計年度末
株式数(千株)

発 行 済 株 式

普 通 株 式 18,614 － － 18,614

合 計 18,614 － － 18,614

自 己 株 式

普 通 株 式 ( 注 ) 777 51 100 729

合 計 777 51 100 729
(注)１．普通株式の自己株式の株式数の増加51千株は、単元未満株式の買取りによる増加０千株及び持分法の

適用範囲の変動による増加51千株であります。
２．普通株式の自己株式の株式数の減少100千株は、処分による減少100千株であります。

２．剰余金の配当に関する事項
⑴　配当金支払額

決 議 株 式 の 種 類 配当金の総額 １株当たり配当額 基 準 日 効 力 発 生 日

平成28年12月15日
定 時 株 主 総 会 普 通 株 式 124,855千円 ７円 平成28年９月30日 平成28年12月16日

⑵　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
平成29年12月14日開催の定時株主総会において、次のとおり決議を予定しております。
・普通株式の配当に関する事項

①　配当金の総額 179,363千円
②　配当の原資 利益剰余金
③　１株当たり配当額 10円
④　基準日 平成29年９月30日
⑤　効力発生日 平成29年12月15日

－ 5 －
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（金融商品に関する注記）
１．金融商品の状況に関する事項

⑴　金融商品に対する取組方針
当社グループは、設備投資計画に照らして、必要な資金を銀行借入により調達しております。一時的な余
資は主に流動性の高い金融資産で運用し、また、短期的な運転資金を銀行借入により調達しております。
なお、デリバティブ取引は行っておりません。

⑵　金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
営業債権である受取手形及び売掛金は、取引先の信用リスクに晒されております。当該リスクに関しては、
取引先の状況をモニタリングし、財政状態の悪化等による回収懸念を早期に把握する体制をとっておりま
す。
投資有価証券は市場価格の変動リスクの影響を受けておりますが、主に業務上の関係を有する企業の株式
であり、定期的に時価の把握を行っております。
営業債務である支払手形及び買掛金、未払金は、そのほとんどが１ヶ月以内の支払期日であります。
ファイナンス・リース取引に係るリース債務は、主に設備投資に係る資金の調達等を目的としたものであ
り、償還日は最長で決算日後10年であります。
また、営業債務やリース債務は、流動性リスクに晒されておりますが、当社グループでは、各部署からの
報告に基づき担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手元流動性の維持などにより流動
性リスクを管理しております。

⑶　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が
含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用
することにより、当該価額が変動することがあります。
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２．金融商品の時価等に関する事項
平成29年９月30日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま
す。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注）２．参照）。

連結貸借対照表計上額

（千円）

時価

（千円）

差額

（千円）

⑴　現金及び預金 6,197,942 6,197,942 －

⑵　受取手形及び売掛金 5,986,082 5,986,082 －

⑶　投資有価証券 1,125,389 1,125,389 －

資産計 13,309,414 13,309,414 －

⑴　支払手形及び買掛金 906,283 906,283 －

⑵　リース債務（流動） 295,252 295,252 －

⑶　未払金 973,393 973,393 －

⑷　リース債務（固定） 1,094,791 1,096,286 1,495

負債計 3,269,720 3,271,215 1,495
（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

資　産
⑴現金及び預金、⑵受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価
額によっております。

⑶投資有価証券
投資有価証券の時価について、株式等は取引所の価格によっております。

負　債
⑴支払手形及び買掛金、⑵リース債務（流動）、⑶未払金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価
額によっております。

⑷リース債務（固定）
リース債務（固定）の時価については、元利金の合計額を、同様の新規借入またはリース取引を行っ
た場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しております。
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２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分
連結貸借対照表計上額

(千円)

非上場株式 1,242,126

匿名組合出資金 20,000
上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難であると認められることから、「⑶
投資有価証券」には含めておりません。

（１株当たり情報に関する注記）
１．１株当たり純資産額 624円62銭
２．１株当たり当期純利益 64円91銭

（重要な後発事象に関する注記）
該当事項はありません。
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個　別　注　記　表
（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
１．資産の評価基準及び評価方法

⑴　子会社株式及び関連会社株式………移動平均法による原価法
⑵　その他有価証券

時価のあるもの………………………事業年度末日の市場価格等に基づく時価法
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法
により算定）

時価のないもの………………………移動平均法による原価法
⑶　たな卸資産

仕掛品…………………………………個別法による原価法
原材料及び貯蔵品……………………個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づ

く簿価切下げの方法により算定）
２．固定資産の減価償却の方法

⑴　有形固定資産（リース資産を除く）………定率法
但し、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに平成28年４月１日以降に取得
した建物附属設備及び構築物については定額法によっております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物 6年 ～ 50年
構築物 10年 ～ 50年
航空機 2年 ～ 7年
機械及び装置 2年 ～ 14年
工具、器具及び備品 2年 ～ 20年

⑵　無形固定資産…………………………………定額法
なお、市場販売目的のソフトウエアについては、見込販売可能期間（３年間）における見込販売高に基づ
く償却額と見込販売可能期間に基づく定額償却額のいずれか大きい額により償却しております。自社利用
のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年間）に基づく定額法によっております。

⑶　リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零（残価保証の取り決めがある場合は残価保証額）とする定額法
によっております。

⑷　長期前払費用…………………………………均等償却法
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３．引当金の計上基準
⑴　貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債
権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

⑵　賞与引当金
従業員（使用人兼務役員を含む）に対して支給する賞与に充てるため、支給見積額を計上しております。

⑶　役員賞与引当金
役員への賞与の支給に備えるため、支給見込額を計上しております。

⑷　完成工事補償引当金
完成した物件に係る瑕疵担保等の費用に備えるため、過去の実績率を基礎に将来の支出見込額を計上して
おります。

⑸　受注損失引当金
受注契約に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末時点で将来の損失が確実に見込まれ、かつ、その
金額を合理的に見積ることが可能なものについて、将来の損失見込額を計上しております。

⑹　退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上
しております。

①　退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、
給付算定式基準によっております。

②　数理計算上の差異の費用処理方法
数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数
（５年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。

４．収益及び費用の計上基準
完成工事高及び完成工事原価の計上基準

⑴　当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる物件
工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）

⑵　その他の物件
工事完成基準

５．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
⑴　退職給付に係る会計処理

退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処理の方法は、連結計算書類におけるこれらの会計処理の
方法と異なっております。

⑵　消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

－ 10 －

個別注記表



2017/11/17 16:56:56 / 17327249_アジア航測株式会社_招集通知（Ｆ）

（追加情報）
（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を当
事業年度より適用しております。

（貸借対照表に関する注記）
１．有形固定資産の減価償却累計額 2,530,466千円
２．関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。

⑴　短期金銭債権 103,180千円
⑵　短期金銭債務 1,689,295千円
⑶　長期金銭債務 7,113千円

３．コミットメントライン契約
当社は、資金調達の機動性及び長期的な安定性の確保を目的として、取引金融機関８社と長期コミットメン
トライン契約（平成27年３月～平成30年３月）を締結しております。
当該契約に基づく当事業年度末における借入未実行残高は次のとおりであります。

コミットメントラインの総額 4,000,000千円
借入実行残高 －
　差引額 4,000,000千円

上記のコミットメントライン契約には、次の財務制限条項が付されております。
⑴　各事業年度末日及び第２四半期会計期間の末日における単体の貸借対照表における純資産の部の金額を平

成26年９月期末日における単体の貸借対照表に記載される純資産の部の金額の70％に相当する金額以上
に、各事業年度末日及び第２四半期会計期間の末日における連結貸借対照表に記載される純資産の部の金
額を平成26年９月期末日における連結貸借対照表に記載される純資産の部の金額の70％に相当する金額
以上に、各々維持すること。

⑵　各第２四半期会計期間の末日における累計の連結損益計算書及び単体の損益計算書に記載される営業利益
をそれぞれ１億円未満としないこと。

⑶　各事業年度末日における連結損益計算書及び単体の損益計算書に記載される営業利益をそれぞれ損失とし
ないこと。

４．配当制限
平成27年３月31日締結のコミットメントライン契約により、当社の各年度の決算期末日及び第２四半期末日
における連結及び単体の貸借対照表における純資産の部の金額を、平成26年９月期末日における純資産の部
の金額の70％以上にそれぞれ維持することを確約しております。

５．受注損失引当金に対応する仕掛品の金額
損失の発生が見込まれる工事契約に係る仕掛品と受注損失引当金は相殺せずに両建てで表示しております。
損失の発生が見込まれる工事契約に係る仕掛品のうち、受注損失引当金に対応する額は61,480千円でありま
す。

－ 11 －

個別注記表



2017/11/17 16:56:56 / 17327249_アジア航測株式会社_招集通知（Ｆ）

（損益計算書に関する注記）
１．関係会社との取引高

⑴　売上高 315,325千円
⑵　仕入高 2,611,529千円
⑶　営業取引以外の取引高 55,079千円

２．売上原価に含まれている受注損失引当金繰入額　312,046千円

（株主資本等変動計算書に関する注記）
自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類 当事業年度期首
株式数（千株）

当事業年度増加
株式数（千株）

当事業年度減少
株式数（千株）

当事業年度末
株式数（千株）

普通株式（注） 777 0 100 677

合 計 777 0 100 677
(注)１．普通株式の自己株式の株式数の増加０千株は、単元未満株式の買取りによる増加０千株であります。

２．普通株式の自己株式の株式数の減少100千株は、処分による減少100千株であります。
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（税効果会計に関する注記）
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（繰延税金資産）
賞与引当金 151,719千円
完成工事補償引当金 9,205
受注損失引当金 96,422
退職給付引当金 1,133,086
出資金（会員権）等評価損 10,098
投資有価証券評価損 35,921
貸倒引当金 3,811
その他 131,151

繰延税金資産小計 1,571,415
評価性引当額 △76,675

繰延税金資産合計 1,494,739
（繰延税金負債）

その他有価証券評価差額金 △171,212
前払年金費用 △81,470
その他 △255

繰延税金負債合計 △252,938
繰延税金資産の純額 1,241,800千円

（リースにより使用する固定資産に関する注記）
所有権移転外ファイナンス・リース取引

リース資産の内容
有形固定資産
主として事業用の生産設備（航空機・機械及び装置・工具、器具及び備品）であります。
上記のほか、生産設備等の一部については、所有権移転外ファイナンス・リース契約により使用しており
ます。
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（関連当事者との取引に関する注記）
　子会社等

種類 会社等の
名称

議決権等の所
有（被所有）
割合（％）

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額 科目 期末残高

子会社
株式会社
ジ オ テ ク ノ
関西

（所有）
直接100.0

測量・調査
作 業 の 委
託

資金の預り
（注） 263,553千円 預り金 297,295千円

子会社 株式会社
アドテック

（所有）
直接100.0

測量・調査
作 業 の 委
託

資金の預り
（注） 178,306千円 預り金 212,336千円

子会社
株式会社
プ ラ イ ム プ
ラン

（所有）
直接100.0

測量・調査
作 業 の 委
託

資金の預り
（注） 203,844千円 預り金 249,073千円

子会社
株式会社
四 航 コ ン サ
ルタント

（所有）
直接60.0

測量・調査
作 業 の 委
託

資金の預り
（注） 248,798千円 預り金 289,381千円

（取引条件及び取引条件の決定方針等）
（注）当社では、グループ子会社内の資金を一元管理するキャッシュ・マネジメント・システムを導入しており

ます。参加会社間で資金の取引が反復的に行われているため、取引金額は期中の平均残高を記載しており
ます。また、利率については市場金利を勘案して決定しております。なお、担保は提供しておりません。

（１株当たり情報に関する注記）
１．１株当たり純資産額 541円70銭
２．１株当たり当期純利益 42円12銭

（重要な後発事象に関する注記）
該当事項はありません。
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